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(敷地の先行取得に係る住宅借入金等の範囲) 
 

問16 住宅の増改築等とともにその住宅の増改築等に係る家屋の敷地を購入した場合のその

家屋の敷地の購入に係る住宅借入金等については、特定増改築等住宅借入金等特別控除の

対象となりますか。 

 

(答) 

住宅の増改築等の日前にその住宅の増改築等に係る家屋の敷地の購入に要する資金に充てるた

めに借り入れた借入金又は購入の対価に係る債務で、特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用

対象となる増改築等住宅借入金等は次に掲げるとおりです。 

【表１ 敷地の購入時期】 
 

 

⑴ 住宅の増改築等の日前にその住宅の増改築等の工事の着工の日後に受領した借入金

によりその家屋の敷地を購入した場合(措令26の３⑦一、二、⑧三、⑫一) 

 

 

 

 

                                                         

⑵ 住宅の増改築等の日前に３か月以内の建築条件付きでその家屋の敷地を購入した場

合(措令26の３⑦四、⑫三、⑭三) 

 

 

 

 

 

⑶ 住宅の増改築等の日前に一定期間内の建築条件付きでその家屋の敷地を購入した場

合(措令26の３⑦三、⑩、⑪、⑫二、⑭二) 

 

 

 

                                                         

⑷ 住宅の増改築等の日前２年以内にその家屋の敷地の購入をした場合(措令26の３⑦

五、⑫四、⑬、⑭四) 

 

 

 

                                                        

19.5.1 
敷地の購入日 

19.8.1 
住宅の増改
築等請負契
約締結の日 

19.9.1 
住宅の増改
築等の工事
の着工の日 

19.12.1 
住宅の増改
築等の工事
が完了した
日 

19.10.1
融 資 の
実行日 

① 

19.5.1 
敷地の分譲契約
締結の日 

19.8.1 
住宅の増改築等請
負契約締結の日 

19.12.1 
住宅の増改築等の
工事が完了した日 

② ３か月以内 

19.5.1 
敷地の購入日 

19.12.1 
住宅の増改築等の
工事が完了した日 

③ 一定期間内(契約で定める期間) 

19.5.1 
敷地の購入日 

19.12.1 
住宅の増改築等の
工事が完了した日 

④ ２年以内 
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 【表２ 敷地の購入に係る住宅借入金等の概要】 
 

区分 敷地の売主の範囲 種類 借入先又は債務の債権者 備考 

⑴ 制限なし 借入金 

独立行政法人住宅金融支援機

構、沖縄振興開発金融公庫、

国家公務員共済組合、給与所

得者の使用者など 

特定の転貸融

資に限るもの

がある 

⑵ 宅地建物取引業者 
借入金 

(⑴を除く) 

地方公共団体、独立行政

法人都市再生機構、地方

住宅供給公社、土地開発

公社 

借入金 

(⑴を除く) 

金融機関、地方公共団体、貸

金業者、国家公務員共済組合、

地方公務員共済組合、国家公

務員共済組合連合会、日本私

立学校振興・共済事業団、農

林漁業団体職員共済組合、公

共福利厚生法人、給与所得者

の使用者 ⑶ 

独立行政法人都市再生

機構、地方住宅供給公

社、土地開発公社 

債務 敷地の売主 

⑵、⑶それぞ

れの一定の分

譲契約による

購入 

制限なし 
借入金 

(⑴⑵⑶を除く)

⑵及び⑶の借入先の範囲と同

じ 

⑷ 

給与所得者の使用者 債務 敷地の売主 

債権担保のた

めのその家屋

に対する抵当

権設定等の要

件がある 

 


